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Synopsis 

 

Due to global warming and climate change, reports indicate that sea levels will rise and typhoons 

will become more intense. Therefore, it is necessary to implement appropriate countermeasures, such 

as increasing the height of breakwaters or seawalls. When doing so, the joint surface between existing 

concrete and newly cast or precast concrete must be roughened to ensure structural integrity. However, 

the mechanical properties of roughening are not considered in the design process of elevated 

breakwaters or seawalls. Additionally, since roughening all joint surfaces is required in civil 

engineering structures, the process is time-consuming and labor-intensive. Thus, a surface roughening 

method with well-defined mechanical properties that is more efficient and less labor-intensive is 

desirable. 

In this study, the authors focused on a roughening method utilizing a cylindrical shear key for the 

joint surface between existing and newly cast concrete. This method was initially developed for 

buildings, so its applicability to civil engineering structures, such as breakwaters and seawalls, must 

be evaluated. Tensile strength, bending strength, and shear strength tests were conducted to assess 

the mechanical properties of the shear key. Additionally, for future application in raised breakwaters, 

a full-scale shear test was performed, and a design equation for the shear strength of the shear key 

was proposed. 
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要  旨 

 

地球温暖化による気候変動に伴い，海面水位の上昇および台風の激甚化が予想されている．これらに

対して港内静穏度の確保や後背地の防護を達成するためにも，既設防波堤や護岸の嵩上げ等のハード

的な対策の検討・実施が今後増加すると考えられる．嵩上げに際しては，既設部と新設部の一体性の

確保を目的として目荒らしが行われるが，部材接合部の耐荷性能への寄与が十分に明らかになってい

ないこと等から，設計には陽に反映されていない．そこで本検討では，建築分野で開発・研究が進め

られてきた円柱状シアキーを用いた接合面の処理工法に着目し，港湾構造物への適用性および特に接

合部のせん断抵抗への寄与を検討するため，基礎的な強度試験および実大せん断試験を実施した．そ

の結果，引張強度は圧縮強度との関係式から得られる値を特性値として用いることができること，曲

げ強度は引き続きの検討が必要であるものの，平面保持を仮定した梁の曲げと応力の関係から計算で

きることを示した．また，せん断強度は既往の提案式の適用性を確認するとともに，試験結果からせ

ん断強度のばらつきを考慮する部分係数1.3を提案し，円柱状シアキーによる部材接合部のせん断強度

の設計式を提案した． 

 

キーワード：円柱状シアキー，引張強度，曲げ強度，せん断強度，部材接合 
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1. はじめに 

 

 地球温暖化による気候変動に伴い，海面水位の上昇や

台風等の外力の増大が予想されている．港湾構造物，特に

防波堤や護岸においては，その設置目的である港内静穏

度の確保や後背地の防護を達成するためにも，海面水位

上昇や外力増大に対して適切な対応を取る必要がある．

具体的な対策としては，必要な天端高さの確保を目的と

した嵩上げ，自重増加や部材の剛性向上を目的とした拡

幅や増厚等が挙げられる． 

既設防波堤等の嵩上げでは，既設部と新設部（嵩上げ部）

との接合に際して，作用に対して不足する抵抗（転倒およ

び滑動）を補い，既設部と新設部を一体化する目的で差筋

やホゾ等を設けることがある．これらは部材接合部の設

計において陽に考慮され，設計の考え方も整理されつつ

ある1)．同じく既設部と新設部の一体性の確保を目的とし

て，既設部に目荒らしが行われる．目荒らしにより経年変

化等で脆弱化した表層部を除去するとともに接合面を粗

にすることで，新設部のコンクリートとの良好な付着が

期待される．一般的に，コンクリートの接合面同士が粗に

なり付着性が向上する場合，接合面の引張やせん断抵抗

の向上が予想される．しかし，目荒らし面の管理・検査手

法が確立していないこと，目荒らし面の状態は施工者の

技量に左右されること，目荒らし面の状態と引張抵抗や

せん断抵抗との関係が十分に明らかとなっていない等の

理由から，現行の設計においては目荒らしによる接合部

の引張あるいはせん断抵抗への寄与を陽に考慮すること

が難しい．このことに加えて，目荒らし工法として一般に

用いられるチッピング工法やブラスト工法では粉塵，騒

音，振動等の作業・環境面での負荷が高いことも課題とし

て挙げられる.特に，護岸の後背地に民家や精密機器を取

り扱う工場がある場合は，これらの要素も考慮して目荒

らし工法を選定する必要がある． 

上記に加えて，土木構造物では全面目荒らしが一般的

であることから，施設延長の長い防波堤や護岸における

目荒らしは非常に労力を要する工程であると考えられる．

したがって，目荒らし工程の効率化や省力化は工事全体

の生産性向上に寄与すると予想される．建設現場の生産

性向上や自動化（i-construction 2.02）），働き方改革が社会

的に要請されていることからも，目荒らし工程の効率化

や省力化の効果および需要は高いと推察される． 

以上の背景を踏まえて，本検討では建築分野で開発さ

れた円柱状シアキーによる接合面の処理工法例えば3)に着目

した．本工法は，チッピングによる目荒らしの代替として

薄い円柱状の溝（円柱状シアキー）を設ける方法であり，

目荒らしの管理・検査を容易かつ定量的に行うことがで

きる．更に，円柱状シアキー単体のせん断抵抗を計算可能

であり，設計の考え方がマニュアルとして取りまとめら

れている．施工面に関しては，施工管理が行いやすいこと

に加えて，低粉塵・低騒音・低振動であること，小型の専

用機器（図-1）による施工のため施工者への負荷が小さい

こと，施工者の技量の影響を受けにくいこと等が挙げら

れ，目荒らしの課題や作業・環境面での負荷低減を実現し

得る工法と考えられる．一方で，本工法は建築物への適用

を念頭に研究・開発が進められたため，土木構造物への適

用事例がなく，設計の基本的考え方も土木分野と異なる

部分がある（詳細は後述する）．そのため，土木構造物へ

円柱状シアキーによる接合面の処理工法の適用可能性を

検討することを目的に，小型試験体による各種強度試験

（引張，曲げおよびせん断）を実施した．また，防波堤等

の嵩上げを想定すると，円柱状シアキーは接合部のせん

断抵抗への寄与が期待される．そのため，円柱状シアキー

のせん断抵抗への寄与を定量的に評価することを目的と

して，嵩上げ接合部を想定した実大せん断試験を実施し

た． 

 

2. 円柱状シアキーによる接合面の処理工法の概要 

 

 円柱状シアキーは，手持ち可能な小型のコア削孔機を

用いて，所定の深さに既設コンクリートを削孔する方法

で設けられる．このことにより，施工者の技量に依らず一

定の形状で施工可能であることや，検査および管理が容

易となること等の利点がある．また使用機器が小型であ

りコア削孔によることから，低騒音・低振動・低粉塵であ

るため，工事現場に近接する民家や工場への影響軽減，作

業者の負担軽減への寄与も期待できる． 

円柱状シアキーの破壊形態は，円柱状シアキーの厚さ（𝑡）

に対する直径（𝐷）の比（𝐷/𝑡）によって変化する4)．具体

図-1 円柱状シアキー施工機器の例 
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的には，𝐷/𝑡が10程度と比較的薄い円柱状シアキーの場合

は支圧破壊型，𝐷/𝑡が5以下と比較的厚い円柱状シアキー

の場合はせん断破壊型となる（図-2）．建築分野では脆性

的な破壊を避けるため，支圧破壊型となるよう𝐷/𝑡は10程

度と定められている．しかし，港湾構造物は長期間にわた

り外環境に曝されているため，コンクリート表層の劣化

が懸念される．建築分野で想定されている比較的薄型の

円柱状シアキーでは，表層劣化部の影響を受けて十分な

せん断抵抗を発揮できない可能性がある．そのため本検

討では，𝐷/𝑡が2程度と比較的厚い円柱状シアキー（せん断

破壊型）を対象とし，円柱状シアキーのせん断抵抗の定量

評価を行うこととした． 

 

3. 小型試験体による基礎物性試験 

 

 円柱状シアキーによる部材接合部の基礎的な物性とし

て引張強度，曲げ強度およびせん断強度を小型試験体に

より確認し，一体打ちと比較した．また，試験結果より設

計における各種強度の考え方を整理した． 

 

3.1 引張強度試験 

 円柱状シアキーによる部材接合部の引張強度を確認す

るため，直接引張試験を実施した5)． 

(1) 試験概要 

表-1に引張試験ケースを示す．試験ケースは比較対象の

一体打ち（N100）と試験体断面寸法および円柱状シアキ

ー数量を変えた3ケースの計4ケースとした（図-3）．各ケ

ースの試験体数量は5体とした．円柱状シアキーを配置し

たケース（BKシリーズ）では，片側のL/2の範囲を先打ち

した後，残りの片側を後打ちすることで部材接合部を模

擬した．BKシリーズでは，先打ち部に直径50mm，厚さ

25mmの発泡スチロールを設置し，硬化後取り除くことで

円柱状シアキーを模擬した．なお，部材接合面については

特に処理を行っていない．  

表-2に用いたコンクリートの配合を示す．先打ち部お

よび後打ち部ともに同配合のコンクリートを用いた．セ

メント種類は，港湾構造物で一般に用いられる高炉セメ

ントB種（BB）を用いた．引張試験時のコンクリートの圧

縮強度はN100で37.3N/mm2，BKシリーズで41.5N/mm2であ

った．  

 加力は図-4に示すように万能試験機を用いて，試験体

を直接引っ張る方法とした． 

 

 
(a) N100   (b) BK100-1   (c) BK150-1      (d) BK150-4 

図-3 引張強度試験体の部材接合部断面寸法と円柱状シアキーの配置（単位：mm） 

 

表-1 引張強度試験および曲げ強度試験ケース 

ケース 
円柱状 

シアキー 
個数 

試験体寸法 
(mm) 

試験体数 

N100 － B100×H100×L400 5 
BK100-1 1 B100×H100×L400 5 
BK150-1 1 B150×H150×L550 5 
BK150-4 4 B150×H150×L550 5 

 

 

図-2 円柱状シアキーの破壊形態 

 

表-2 引張強度試験体および曲げ強度試験体のコンクリート配合 

セメント 
種類 

W/C 
(%) 

s/a 
(%) 

単位量(kg/m3) 
W C S G Ad 

BB 55.5 43.6 167 301 786 1050 3.62 
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(2) 試験結果 

 表-3に試験結果を示す．引張強度について，N100は最

大荷重を試験体の断面積で除した値，BKシリーズは最大

荷重を円柱状シアキーの断面積で除した値とした．また，

N100とBKシリーズでコンクリートの圧縮強度に差があ

るため，引張強度をそれぞれのコンクリートの圧縮強度

で除した値（無次元化した引張強度と称する．）も合わせ

て示した．更に，コンクリート標準示方書［設計編］に記

載されている式(1)6)から求めたコンクリートの引張強度

の特性値および式(1)に接合部の断面積を乗じた引張耐力

も示した． 

 

𝑓௧௞ = 0.23𝑓௖௞
ᇱ ଶ/ଷ

 (1) 

 

ここで，𝑓௧௞：コンクリートの引張強度の特性値（N/mm2），

𝑓௖௞
ᇱ ：コンクリートの圧縮強度の特性値（N/mm2）で，N100

およびBKシリーズの圧縮強度試験結果の値を用いた． 

 表より，各ケースでばらつきがみられるものの，無次元

化した引張強度の平均値を比較すると，一体打ちした

N100に対するBKシリーズの比は，BK100-1：1.11，BK150-

1：1.33，BK150-4：0.98と同程度となった．BK150-1の平

均値が他のケースよりも若干大きい理由として，円柱状

シアキー部以外の接合面同士の付着が影響した（図-5）こ

とが考えられるが，付着面積や付着強度に関する検討は

行っていないため，円柱状シアキー部以外の接合面同士

の付着が引張強度に与える影響については今後の検討課

題である． 

 サンプルサイズ5と小さいものの，多重比較検定の一種

であるSteel-Dwass多重検定を実施し，各ケース間の無次

元化した引張強度の平均値の差が統計的に有意であるか

検討した．検定は統計解析ソフトR7)を用い，パッケージ

NSM38)に含まれるpSDCFlig関数を使用した．また，有意

水準は0.05とした．表-4に多重比較検定の結果を示す．検

定の結果，BK150-1とBK150-4の検定においてp値が有意

水準を下回ったことから，BK150-1とBK150-4の無次元化

した引張強度の平均値には統計的に有意な差があると判

断できる．一方，その他の組み合わせでは帰無仮説（平均

 

 

図-4 引張強度試験の実施状況 

 

表-3 引張強度試験結果 

ケース 

最大荷重 
(kN) 

引張強度 
(N/mm2) 

無次元化した引張強度 引張強度

の特性値 
式(1) 

(N/mm2) 

引張耐力

の特性値* 
(kN) 個別 平均値 

標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

N100 

34.88 
40.22 
24.02 
40.22 
37.42 

35.35 6.72 

3.46 
3.97 
2.40 
3.99 
3.69 

3.50 0.65 

0.093 
0.106 
0.064 
0.107 
0.099 

0.094 0.018 2.57 25.68 

BK100-1 

7.22 
8.50 
7.72 
7.35 
7.44 

7.64 0.51 

3.67 
4.33 
3.93 
3.74 
3.79 

3.89 0.26 

0.089 
0.104 
0.095 
0.090 
0.091 

0.094 0.006 

2.76 

5.41 

BK150-1 

10.16 
9.88 
8.33 
8.40 
8.91 

9.13 0.84 

5.17 
5.03 
4.24 
4.28 
4.54 

4.65 0.43 

0.125 
0.121 
0.102 
0.103 
0.109 

0.112 0.010 5.41 

BK150-4 

24.93 
25.54 
26.89 
32.28 
24.56 

26.84 3.17 

3.17 
3.25 
3.42 
4.11 
3.13 

3.42 0.40 

0.076 
0.078 
0.082 
0.099 
0.075 

0.082 0.010 21.65 

*引張強度の特性値に接合部の断面積を乗じて計算した荷重 
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値に差が無い）が棄却されないため，N100とBKシリーズ

の無次元化した引張強度の平均値に差があるとは言えな

い結果となった． 

 N100の引張耐力の特性値は最大荷重の平均値に対して

70%程度の値となった．また，円柱状シアキーを設けた各

ケースにおいても，引張耐力の特性値は最大荷重より小

さな値となった．このことは試験体の寸法が比較的小さ

いことによる寸法効果の影響が考えられる．現時点では

円柱状シアキーの直径を変更することは検討していない

ため，実構造物への適用に際しても，寸法効果の影響が予

想される．したがって，引張強度の特性値の算定式として

式(1)を用いることで，円柱状シアキー部の引張耐力を低

く見積もることとなり，引張荷重に対して安全側の設計

が可能と考えられる． 

 

3.2 曲げ強度試験 

円柱状シアキーによる部材接合部の曲げ強度を確認す

るため，JIS A 1106:2018に沿って3等分点載荷法による曲

げ試験を実施した5)． 

(1) 試験体概要 

 試験ケースは3.1節の引張強度試験と同様の4ケースと

した（表-1）．試験体の製作手順，数量およびコンクリー

トの配合（表-2）も3.1節と同様とした．なお，曲げ試験

におけるN100はBKシリーズの後打ち部と同時に打ち込

みしたため，曲げ試験時の圧縮強度はN100およびBKシリ

ーズともに38.4N/mm2であった． 

 加力は図-6に示す4点曲げにより部材接合部（試験体中

央）に曲げが作用する方法とした．せん断スパン（載荷点

－支点間距離）および等曲げ区間の長さは各試験体の高

さとした（3等分点載荷法）． 

(2) 試験結果 

 表-5に試験結果を示す．曲げ強度について，N100は平

面保持を仮定した一般的な梁の曲げと応力の関係式（式

(2)）と最大荷重を用いて求めた． 

 

𝜎 =
𝑀

𝐼
×

ℎ

2
 (2) 

𝑀 =
1

2
𝑃𝑙 (3) 

 

ここで，𝜎：部材下縁に生じる引張応力（N/mm2），𝑀：曲

げモーメント（N*mm），𝐼：断面二次モーメント（mm4），

ℎ：部材高さ（mm），𝑃：荷重（N），𝑙：せん断スパン（mm）

である． 

BKシリーズの曲げ強度について，最終的には式(2)を用

いて求めたが，以下に示す仮定の下で計算した． 

・計算を簡易にするため，円形断面と同等の断面二次モー

メントを有する正方形断面として計算する（図-7 (a)）．

具体的には直径𝐷の円の断面二次モーメント𝐼௖ = 𝜋𝐷ସ/64

と1辺𝑎の正方形の断面二次モーメント𝐼௦ = 𝑎ସ/12が等し

くなるような𝑎を計算した．本検討では𝐷 = 50mmのため，

𝑎 ＝ 43.8mmである． 

・部材高さℎは試験体上面からシアキー下縁までの距離と

する．シアキーが複数配置されている場合は，最も試験体

下面に近いシアキーを対象とする．中立軸位置は，平面保

持を仮定し，圧縮領域と引張領域にそれぞれ作用する圧

縮力と引張力が釣り合う位置とする（図-7 (b)）． 

・シアキー部以外の接合面について，付着は考慮せず，引

張作用時は即座に剥離し引張力を受け持たないとする．

 

図-5 接合面の破壊状況の例（BK150-1） 

表-4 無次元化した引張強度の多重比較検定結果 

 N100 BK100-1 BK150-1 
BK100-1 0.875   
BK150-1 0.353 0.144  
BK150-4 0.763 0.353 0.043 

 

 

図-6 曲げ強度試験の実施状況 
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また，圧縮作用時は圧縮力を受け持つとする．したがって，

圧縮作用時は圧縮領域の全断面を，引張作用時は引張領

域内の円柱状シアキー部のみを有効断面とする（図-7 

(b)）． 

・圧縮領域および引張領域それぞれの断面二次モーメン

トを計算し，中立軸位置において合成した断面二次モー

メントを用いる． 

 また，N100とBKシリーズでコンクリートの圧縮強度に

差はないものの，曲げ強度をそれぞれのコンクリートの

圧縮強度で除した値（無次元化した曲げ強度と称する．）

も表-5に合わせて示した．更に，コンクリート標準示方書

［設計編］に記載されている式(4)～(7)9)から求めた曲げひ

び割れ強度（曲げ強度）の特性値および式(2)～(7)から求

めた荷重（曲げ耐力の特性値）も示した．なお，式(5)およ

び(6)は部材高さℎ  > 0.2mが適用範囲として示されており，

本検討の断面はいずれも下式の適用範囲外であるが，本

検討では式(4)を外挿可能としてそのまま適用した． 

 

𝑓௕௖௞ = 𝑘଴௕𝑘ଵ௕𝑓௧௞  (4) 

𝑘଴௕ = 1 +
1

0.85 + 0.45(ℎ/𝑙௖௛)
 (5) 

𝑘ଵ௕ =
0.55

√ℎ
ర

 (6) 

𝑙௖௛ = 𝐸௖𝐺ி/𝑓௧௞
ଶ  (7) 

ここで，𝑓௕௖௞：曲げひび割れ強度の特性値（N/mm2），𝑘଴௕：

コンクリートの引張軟化特性に起因する引張強度と曲げ

強度の関係を表す係数，𝑘ଵ௕：乾燥，水和熱等，その他の

原因による曲げひび割れ強度の低下を表す係数，𝑓௧௞：引

張強度の特性値（N/mm2），𝑙௖௛：特性長さ（m），𝐸௖：コン

クリートのヤング係数（N/m2），𝐺ி：コンクリートの引張

破壊エネルギー（N/m）である．なお，式(5)および(6)の部

材高さℎの単位はm，式(7)の引張強度の特性値𝑓௧௞の単位は

表-5 曲げ強度試験結果 

ケース 

最大荷重 
(kN) 

曲げ強度 
(N/mm2) 

無次元化した曲げ強度 曲げ強度

の特性値 
式(4) 

(N/mm2) 

曲げ耐力

の特性値* 
(kN) 個別 平均値 

標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

N100 

16.21 
21.27 
21.87 
21.33 
20.99 

20.33 2.33 

4.78 
6.22 
6.41 
6.17 
6.03 

5.92 0.65 

0.124 
0.162 
0.167 
0.161 
0.157 

0.154 0.017 3.88 12.92 

BK100-1 

6.20 
9.10 
6.47 
7.82 
7.65 

7.45 1.17 

6.82 
10.02 
7.12 
8.61 
8.42 

8.20 1.28 

0.178 
0.261 
0.185 
0.224 
0.219 

0.213 0.033 4.47 4.06 

BK150-1 

14.88 
18.47 
12.57 
20.92 
15.53 

16.47 3.26 

13.03 
16.17 
11.01 
18.32 
13.59 

14.42 2.85 

0.339 
0.421 
0.287 
0.477 
0.354 

0.376 0.074 3.93 4.48 

BK150-4 

16.54 
20.02 
19.73 
24.62 
21.93 

20.57 2.98 

4.58 
5.55 
5.46 
6.82 
6.07 

5.70 0.83 

0.119 
0.144 
0.142 
0.178 
0.158 

0.148 0.022 3.40 12.27 

*曲げ強度の特性値，式(2)および式(3)を用いて計算した荷重 

 

 

(a) 円柱状シアキーの置き換え 

 

 

(b) 有効断面の考え方 

図-7 円柱状シアキーの曲げ強度計算における仮定 
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N/m2である． 

 表-5より，試験結果にばらつきがみられるものの，無次

元化した曲げ強度の平均値で比較すると，N100に対する

BKシリーズの比は，BK100-1：1.39，BK150-1：2.44，BK150-

4：0.96となり，BK100-1およびBK150-1はN100よりも大幅

に大きな値となった．一方BK-150-4はN100と同程度の値

となった． 

 3.1節と同様に，無次元化した曲げ強度についても，多

重比較検定の一種であるSteel-Dwass多重検定を実施し，

有意水準0.05として，各ケース間の無次元化した曲げ強度

の平均値の差が統計的に有意であるか検討した．表-6に

多重比較検定の結果を示す．検定の結果，N100とBK150-

4のみp値が有意水準を上回ったことから，この2群間の無

次元化した曲げ強度の平均値の差には統計的に有意な差

があるとは判断できない．一方，その他の組み合わせでは

帰無仮説が棄却されるため，無次元化した曲げ強度の平

均値の差に統計的に有意な差があると判断できる．

BK100-1および特にBK150-1については3.1節の引張試験

と同様に円柱状シアキー部以外の接合面同士の付着が影

響したことや断面高さが小さいことによる寸法効果が影

響したことにより，最大荷重ひいては曲げ強度が増加し

たと考えられる．このことに加えて，今回採用した曲げ強

度の計算方法が適切でなかった可能性が考えられるため，

今回採用した曲げ強度の適用性について更なる検討が必

要である． 

 N100の曲げ耐力の特性値は最大荷重の65%程度であっ

た．N100の試験体の高さは0.1mであり，式(4)の適用範囲

外であることから，曲げ試験においても寸法効果の影響

を受けていると考えられる．BKシリーズの曲げ耐力の特

性値は最大荷重の平均値に対して，BK100-1：0.55，BK150-

1：0.27，BK150-4：0.60と，特にBK150-1に関して試験結

果との乖離が大きい結果となった．このことは前述のと

おり，円柱状シアキー部以外の接合面同士の付着の影響，

寸法効果の影響や曲げ強度（曲げ耐力）の計算方法の影響

を受けていると考えられる．特に曲げ強度の計算方法に

ついて検討の必要があるものの，全てのケースにおいて

曲げ耐力の特性値は最大荷重よりも小さいことから，こ

こでは式(4)により得られた曲げ強度を用いることで，円

柱状シアキー部の曲げ耐力を実際よりも低く見積もるこ

とになり，曲げに対して安全側の設計が可能と考えられ

る． 

 

3.3 せん断強度試験 

円柱状シアキーによる部材接合部のせん断強度を確認

するため，図-8に示す二面せん断試験を実施した10), 11)． 

(1) 試験体概要 

 表-7 にせん断強度試験ケースを示す．試験体は B200×

H200×L300mm の直方体とし，両端の 100mm の範囲を先

打ちした後，中央部の 100mm を後打ちすることで部材接

合部を模擬した（図-9）．3.1 および 3.2 節と同様に先打

ち部の中央には直径 50mm，深さ 25mm の発泡スチロール

を設置し，円柱状シアキーを模擬した．また，円柱状シア

キー部以外には，グリスを塗布して付着および摩擦を低

減させた．試験体数量は 3 体とした． 

表-8 に用いたコンクリートの配合を示す．先打ち部は

早強セメント（H）を，後打ち部は高炉セメント B 種（BB）

を用いた．一体打ちのケース（N200）は後打ち部と同配合

のコンクリートとし，後打ち部打込み時に合わせて製作

した．せん断強度試験時のコンクリートの圧縮強度は，先

打ち部：37.9N/mm2，後打ち部：27.1N/mm2 であった． 

 加力は図-8に示した二面せん断治具を用いて，後打ち

部上に設置した治具（上側）に鉛直荷重を加え，部材接合

部にせん断力が作用させる方法とした． 

(2) 試験結果 

 表-9に試験結果を示す．せん断強度は，最大荷重を接合

表-6 無次元化した曲げ強度の多重比較検定結果 

 N100 BK100-1 BK150-1 
BK100-1 0.042   
BK150-1 0.042 0.042  
BK150-4 0.952 0.042 0.042 

 

 

図-8 二面せん断試験装置 

表-7 せん断強度試験ケース 

ケース 
円柱状 

シアキー 
個数 

試験体寸法 
(mm) 

試験体数 

N200 － B200×H200×L300 3 
BK200-1 2 B200×H200×L300 3 
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部の断面積で除した値とし，二面せん断であることを考

慮して，更に2で除した値とした．なお，BK200-1の1体以

外は片面せん断破壊であったが，破壊に至る直前までは

二面で均等に荷重に抵抗していたと仮定し，破壊形態に

関わらず前述の方法でせん断強度を計算した．また，本試

験においてはN200およびBK200-2のコンクリートの圧縮

強度は等しいが，せん断強度をコンクリートの圧縮強度

で除した値（無次元化したせん断強度）も合わせて示す． 

せん断強度の計算値に関して，コンクリート標準示方書

には圧縮強度に関連付けられた計算式が示されていない．

そのため，壁式プレキャスト部材の部材接合部のせん断

耐力に関する望月らの研究12)を参考にした．具体的には以

下に示す部材接合部のせん断耐力に関する提案式のうち，

シアキー部（望月らはコッター部と表現）の負担を表す右

辺第1項により，シアキー部のせん断強度が計算できると

考えた． 

 

𝑄௨ = 0.09𝐴௖𝑓௖
ᇱ + 1.28𝑎௦ට𝜎௬𝑓௖

ᇱ + 0.54𝑎௦𝜎௬ + 0.84𝜎௡𝐴 (8) 

 

ここで，𝑄௨：接合部のせん断耐力(kgf)，𝐴௖：コッター（シ

アキー）の断面積(cm2)，𝑓௖
ᇱ：コンクリートの圧縮強度

(kgf/cm2)，𝑎௦：コッター筋の断面積(cm2)，𝜎௬：コッター筋

の降伏強度(kgf/cm2)，𝜎௡：接合面に垂直な外部圧縮応力

(kgf/cm2)，𝐴：接合面の全断面積(cm2)である． 

 式(8)の右辺第 1 項より，シアキーのせん断強度の特性

値𝑓௦௞は以下の式で求められると考えられる． 

 

𝑓௦௞ = 0.09𝑓௖௞
ᇱ  (9) 

 

表-9 には，式(9)から求めたせん断強度の特性値および式

(9)に接合部の断面積を乗じて求めたせん断耐力の特性値

も合わせて示した．なお，コンクリートの圧縮強度として

 

表-8 せん断強度試験体のコンクリート配合 

名 称 
セメント 
種類 

W/C 
(%) 

s/a 
(%) 

単位量(kg/m3) 
W C S G Ad 

先打ち部 H 58.4 48 173 296 851 952 2.96 
後打ち部 BB 58.4 48 173 296 849 947 1.78 

 
 

表-9 せん断強度試験結果 

試験体 
せん断

破壊の

形態 

最大荷重 
(kN) 

せん断強度 
(N/mm2) 

無次元化したせん断強度 
せん断強

度の 
特性値 
式(9) 

(N/mm2) 

せん断耐

力の 
特性値* 

(kN) 
個別 平均値 

標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

N200 
片面 239.3 

252.25 41.43 
2.99 

3.15 2.48 
0.110 

0.116 0.019 

2.44 

195.12 片面 298.6 3.73 0.138 
片面 218.9 2.74 0.101 

BK200-2 
片面 9.5 

9.75 3.88 
2.42 

2.48 0.99 
0.089 

0.092 0.036 9.58 片面 6.0 1.53 0.056 
二面 13.8 3.50 0.129 

*せん断強度の特性値に接合部の断面積および 2 を乗じて計算（二面せん断であることを考慮） 

 

 

 
(a) 接合面図 

 

(b) 断面図 

図-9 二面せん断試験体図（BK200-2） 



- 11 - 

後打ち部の 27.1N/mm2 を用いた．表より，N200 および

BK200-2 ともにせん断試験から得られたせん断強度と式

(9)から計算されたせん断強度の特性値が同程度の値とな

った．試験体数量が少ないため，今後更なる結果の蓄積が

必要であると考えられるが，本検討の範囲では，式(9)よ

り円柱状シアキー体のせん断強度が算定可能と考えられ

る．なお，N200 および BK200-2 において，無次元化した

せん断強度の平均値の差の検定（Mann-Whitney 検定）を

行った結果，p 値は 0.4 となり，有意水準として設定した

0.05 を上回る結果となった．このことから，N200 と

BK200-2 の無次元化したせん断強度の平均値に差がある

とは言えない結果となった． 

 N200およびBK200-2のせん断耐力の特性値は最大荷重

の平均値の約 77%，約 98%となり，BK200-2 では試験結

果と計算結果がほぼ一致した．このことは式(9)で計算さ

れたせん断強度の特性値が試験結果から得られたせん断

強度と同程度であったためであり，繰返しになるが式(9)

で計算されるせん断強度の特性値に断面積を乗ずること

で，円柱状シアキーのせん断耐力の特性値が計算可能で

あると考えられる． 

なお，本章（要素試験）では発泡スチロールで円柱状シ

アキーを模擬したが，実施工では専用機器（図-1）により

円柱状シアキーを設ける．このため，専用機器を用いた場

合の部材接合部の引張強度や曲げ強度が要素試験の結果

と大きく相違ないことを確認したい． 

4. 嵩上げ接合部を想定した実大せん断試験 11) 

 

 3.1～3.3 節において，小型試験体による円柱状シアキ

ーの基礎的な物性試験を実施し，円柱状シアキーの引張

強度，曲げ強度およびせん断強度を計算により求める方

法を整理した．嵩上げ接合部では，円柱状シアキーは主と

して滑動に対する抵抗として寄与することが期待される．

そこで，円柱状シアキーの配置や数量が嵩上げ接合部の

滑動抵抗に及ぼす影響を把握することを目的に，嵩上げ

接合部を想定した実大せん断試験を実施した． 

 

4.1 試験体概要 

 試験体諸元を図-10 に示す．試験体は既設部と嵩上げ部

に分かれており，実際の護岸の嵩上げ高さを参考に，嵩上

げ部の高さを 500mm とした．既設部上面には，専用の小

型コア削孔機を用いて，図-11 に示す数量・配置の円柱状

シアキーを設けた．円柱状シアキー部以外の接合面には

グリスを塗布し，付着および摩擦を低減させた．試験体数

量は各ケース 3 体とした． 

 表-10 に既設部および嵩上げ部に用いたコンクリート

の配合を示す．既設部は早強セメント（H）を，嵩上げ部

は高炉セメント B 種（BB）をそれぞれ用いた．せん断試

験時のコンクリートの圧縮強度は，既設部：38.0N/mm2，

嵩上げ部：33.3N/mm2 であった． 

 

 

 

 

図-11 円柱状シアキーの配置 

 

 

図-10 実大せん断試験体図 

 

表-10 実大せん断試験体のコンクリート配合 

名 称 
セメント 
種類 

W/C 
(%) 

s/a 
(%) 

単位量(kg/m3) 
W C S G Ad 

既設部 H 58.5 48.4 177 303 851 929 3.03 
嵩上げ部 BB 58.5 45.9 163 279 835 1024 2.79 
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4.2 実大せん断試験の概要 

図-12 に実大せん断試験の実施状況を，図-13 に変位計

設置位置を示す．嵩上げ部正面を均等に加力するために，

嵩上げ部正面と加力治具との間に鋼板を設置した． 

 

 4.3 試験結果 

(1) 最大荷重 

 表-11 に試験結果を示す．せん断強度は最大荷重を円柱

状シアキーの断面積および個数で除した値とした．本試

験においても，各ケースのコンクリート強度は同一であ

るが，せん断強度をコンクリートの圧縮強度で除した値

（無次元化したせん断強度）も示す．また，式(9)から得ら

れたせん断強度の特性値およびせん断強度の特性値に円

柱状シアキーの断面積および個数を乗じて得られたせん

断耐力の特性値も合わせて示す． 

各ケースの最大荷重は，円柱状シアキーの個数に比例

して増加しているが，単純に個数分増加してはいない．こ

のことは，後述する嵩上げ部の回転の影響や円柱状シア

 

表-11 実大せん断試験結果 

ケース 
円柱状

シアキ

ー個数 

最大荷重 
(kN) 

せん断強度(N/mm2) 無次元化したせん断強度 
せん断強

度の 
特性値 
式(9) 

(N/mm2) 

せん断耐

力の 
特性値* 

(kN) 
個別 平均値 

標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

個別 平均値 
標準 
偏差 

1 2 
12.0 

15.13 4.08 
2.82 

3.56 0.96 
0.085 

0.107 0.029 

3.00 

12.73 19.7 4.65 0.140 
13.7 3.22 0.097 

2 4 
28.6 

20.94 6.68 
3.37 

2.46 0.79 
0.101 

0.074 0.024 25.46 17.3 2.04 0.061 
16.9 1.99 0.060 

3 9 
65.8 

52.29 16.78 
3.44 

2.73 0.88 
0.103 

0.082 0.026 57.28 57.6 3.01 0.090 
33.5 1.75 0.053 

*せん断強度の特性値に接合部の断面積を乗じて計算 

 

図-12 実大せん断試験実施状況 

 

 

図-13 変位計設置位置図 
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キーの配置が影響している可能性があり，今後の検討課

題である． 

サンプルサイズが 3 と小さいが，3.1 および 3.2 節と同

様に多重比較検定の一種である Steel-Dwass 多重検定を実

施し，有意水準 0.05 として，各ケース間の無次元化した

せん断強度の平均値が統計的に有意であるか検討した．

表-12 に多重比較検定結果を示す．いずれの結果も有意水

準を大きく上回っており，無次元化したせん断強度の平

均値に差があるとは言えない結果となった． 

表-12 無次元化したせん断強度の多重比較検定結果 

 ケース 1 ケース 2 
ケース 2 0.700  
ケース 3 0.943 1.000 

 

  
(a) ケース 1-1 

 

(b) ケース 1-2 

 

(c) ケース 1-3 

 

  
(d) ケース 2-1 

 

(e) ケース 2-2 

 

(f) ケース 2-3 

 

  
(g) ケース 3-1 

 

(h) ケース 3-2 

 

(i) ケース 3-3 

 

図-14 荷重－変位関係 

図-15 無次元化したせん断強度とシアキー個数との関係 
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式(9)で計算された円柱状シアキーのせん断強度の特性

値と比較すると各ケースの平均値は式(9)で計算した値の

±20%以内（2.40～3.60N/mm2）に収まっており，円柱状シ

アキーのせん断強度の特性値算定に式(9)が適用可能であ

ると考えられる． 

(2) 嵩上げ部の変位 

 図-14 に荷重－嵩上げ部の変位関係を示す．嵩上げ部の

変位として，嵩上げ部の水平変位（D-07）嵩上げ部の鉛直

変位（D-12 および D-13）を示す．なお，嵩上げ部の水平

変位は，既設部の水平変位（D-01 と D-02 の平均値）を差

し引いた値とした．図より，最大荷重時の水平変位は最大

で 0.25mm 以内であり，最大荷重後に一気に水平変位が増

加する脆性的な破壊形態であることがわかる． 

嵩上げ部の鉛直変位に着目すると，ケース 1-1，1-3，2-

2 および 2-3 は，鉛直変位が 1.0mm 程度に増加した後に

破壊に至っていた．鉛直変位の増加とともに，水平変位も

若干増加していることから，嵩上げ部は加力面と反対側

の嵩上げ部下端を中心に回転していると考えられる．こ

のことから，円柱状シアキーにはせん断力以外にも引張

も生じており，最大荷重が低下した要因の一つであると

考えられる．しかし，ケース 3 については，最も鉛直変位

の小さい 3 体目の最大荷重が同ケース内で最も小さい結

果となっており，嵩上げ部の回転以外の他の要因も最大

荷重に影響を及ぼしていると考えられる． 

 

5. 円柱状シアキーのせん断強度設計式の提案 

 

 望月らが提案したせん断耐力算定式から抜粋した式(9)

により，円柱状シアキー単体のせん断強度ひいてはせん

断耐力を算定できると考えられる．一方で，試験体数量の

少なさ，試験体寸法，載荷方法等様々な影響を受けて試験

結果にばらつきが生じることが分かった．そのため，これ

らのばらつきを考慮するために，式(9)に部分係数を導入

することとし，その値について検討する． 

 図-15 に 3.3 節および 4 章のせん断試験で得られた円

柱状シアキー単体の無次元化したせん断強度を示す．図

より，望月らが提案している係数（0.09）は，全体の平均

としては適した値と考えられるが，最小値（0.053）と比

較すると約 1.7 倍大きな値となっている．ここで，コンク

リートの材料係数として一般的に用いられる値（1.3）を

考慮すると，円柱状シアキーによるせん断強度のばらつ

きを考慮する部分係数として 1.3（コンクリートの材料係

数と合わせて 1.69 となる）を採用することで概ね最小値

と一致する．以上から，本検討では，円柱状シアキーのせ

ん断強度の設計式として，以下の式を提案する． 

 

𝑓௦ௗ = 0.09𝑓௖௞
ᇱ /𝛾௖/ 𝛾௞௘௬ (10) 

 

ここで，𝑓௦ௗ：円柱状シアキーによるせん断強度の設計値

(N)，𝑓௖௞
ᇱ ：コンクリートの圧縮強度の特性値(N/mm2)，𝛾௖：

コンクリートの材料係数で 1.3，𝛾௞௘௬：円柱状シアキーの

せん断強度のばらつきを考慮した部分係数で 1.3 である． 

 

6. おわりに 

 

 チッピングの代替，低騒音・低振動・低粉塵，目荒らし

の定量評価を目的に建築分野で開発された円柱状シアキ

ーを港湾分野で適用するに際しての基礎的検討として，

せん断破壊型の円柱状シアキーの引張強度，曲げ強度お

よびせん断強度に関する試験および嵩上げ部を想定した

実大せん断試験を実施した． 

 本検討で得られた知見を以下に示す． 

・円柱状シアキーを用いた部材接合部の引張強度の特性

値は，コンクリート標準示方書［設計編］に示されている

コンクリートの引張強度の計算式（式(1)）で求めること

ができる． 

・円柱状シアキーを用いた部材接合部の曲げ強度および

曲げ耐力は，3.2 節で示した平面保持を仮定した梁の曲げ

－応力関係から求められると考えられるが，その適用可

能性については引き続き検討が必要である． 

・円柱状シアキーを用いた部材接合部のせん断強度の特

性値は式(9)で求めることができる． 

・円柱状シアキーのせん断強度のばらつきを考慮する部

分係数および円柱状シアキーのせん断強度の設計式（式

(10)）を提案した． 

本検討では，限られた試験体数量や試験条件の影響を

受けて試験結果にばらつきが大きい．今後は，ばらつきの

要因について精査するとともに，それらの要因を極力排

除した載荷試験を行い，特に曲げ強度の計算方法と提案

した式(10)の適用範囲について検討を進める．  

 （2025年4月24日受付） 
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